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まえがき 

 

この報告書は、２０１０年８月２５日～２７日の３日間にわたりベトナム・ダラット

で開催された「東アジア・フォーラム（ＥＡＦ）」の第８回年次大会の議論を取りまと

めたものである。 

ＥＡＦは、２００２年のＡＰＴ首脳会議で設置が決定されたＡＰＴ各国の産官学代表

による年１回の意見交換会である。ＥＡＦは、第１回が２００３年にソウルで開催され

て以来、２００４年にクアラルンプール、２００５年に北京、２００６年にカンボジア・

シエムリアップ、２００７年に東京、２００８年にラオス・ルアンプラバン、２００９

年に韓国・ソウルの７つの大会を経て、今回はその第８回となった。当評議会は、 

ＥＡＦの日本代表（ナショナル・フォーカル・ポイント）である日本国際フォーラムよ

り業務委託を受けて、今次大会に日本代表団を派遣した。 

この報告書は、ＥＡＦダラット大会の内容を、当評議会議員を中心とする関係者に報

告することを目的として、作成されたものである。ご参考になれば幸いである。 

 

２０１０年１０月 

  東アジア共同体評議会  

議 長 伊藤 憲一 
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第Ⅰ部：概括報告（東アジア共同体評議会事務局） 

 

１．概要 

さる８月 25 日（水）～27 日（金）の３日間にわたりベトナム・ダラットの La Sapinette 
Hotel Da Lat を会場として「東アジア・フォーラム（ＥＡＦ）」の第８回大会が開催された。

ＥＡＦとは、ＡＳＥＡＮ＋３（ＡＰＴ）首脳会議の要請により「東アジア・ヴィジョン・

グループ（ＥＡＶＧ）」と「東アジア・スタディ・グループ（ＥＡＳＧ）」が提出した報告

書の中で提案された国際組織であり、２００２年のＡＰＴ首脳会議で設置が決定され、２

００３年に韓国・ソウルで第１回が開催されて以来、毎年開催されているＡＰＴ各国の産

官学代表の年１回の意見交換会である。トラック１．５（半官半民）の立場から、東アジ

ア地域統合の動きに対して知的支援を提供している。 
今回の会合は、８月 25 日の H.E. Madam Nguyen Thi Kim Ngan 社会労働傷痍兵大臣主

催の歓迎夕食会で幕を開け、翌 26 日は、「東アジアにおける地域統合強化と共同体構築の

ための連結性強化（Enhancing Connectivity for Greater Regional Integration and 
Community Building in East Asia）」の全体テーマのもと、午前の「本会議セッション１」

が開催され、その後「産」、「官」、「学」の３つの分科会が同時並行で開催され、翌 27 日は、

「本会議セッション２」で上記３つの分科会の議論が総括され、幕を閉じた（プログラム

については別添１を参照）。 
ＡＳＥＡＮ＋３の１３カ国およびＡＳＥＡＮ事務局から総勢５６名の産官学の代表者が

出席し、日本からは、山田滝男ＡＳＥＡＮ担当大使など４名が出席した。 
ＥＡＦの運営にあたっては、各国ごとにその「ナショナル・フォーカル・ポイント（Ｎ

ＦＰ）」が設置されているが、当評議会は日本のＮＦＰである日本国際フォーラムから委託

を受けて実質的に日本を代表する活動をしており、当評議会から平林博常任副議長（日本

国際フォーラム副理事長）高畑昭男産経新聞論説副委員長、矢野卓也当評議会事務局長が

出席した（各国出席者については別添２を参照）。 
なお、来年の次回会合については、北京で開催されることとなった。 

 

２．議論の要旨 

（１）開会式 

  冒頭、Nguyen Thi Kim Ngan ベトナム社会労働傷痍兵大臣より「東アジアは更なる

経済的協力を強めるだけでなく、2015 年までに、政治的安全保障、経済、社会文化、の

３つの分野を柱とする ASEAN 共同体をつくり、東アジアの連結性強化の契機となるこ

とを目指している。開発ギャップ、不完全な社会インフラや文化的相違などの問題があ

るが、人材の育成や交流の促進などを通じて、地域のアイデンティティを高め、各国間

の社インフラの開発、貿易や投資、人々の流動性を促進する。ASEAN は現在 Master Plan 
on ASEAN Connectivity という文書を起草しており、ASEAN の運輸交通網や通信メデ
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ィアの開発を推進しようとしているが、今後 15－20 年のあいだに、東アジアが ASEAN
を中心に発展した社会基盤を持つ高い連結性をもつ地域となることを期待したい」との

開幕挨拶があった。 
（２）本会議セッション１ 

中国、日本、韓国、インドネシア、ブルネイ、カンボジア、ラオス、マレーシア、ミ

ャンマー、フィリピン、シンガポール、タイおよび ASEAN 事務局の代表からそれぞれ

つぎのような国別報告が行われた。 

（イ）Wang Yingfan中国駐ベトナム大使 

 世界経済が回復する中、東アジア諸国は地域協力を金融危機の対策より開発模型の

変形へと移り変わるため、様々な連結が重要である。交通機関、社会基盤の連結を促

進するため、Master Planへの協力が必要である。また、貿易や投資を促進し、東アジ

アの FTA を発展させる。チェンマイ・イニシアティブ体制を地域の流動に協力させ、

財政や金融の連結を目指す。安定した経済発展のため、環境の保護や新たな資源の開

発においで科学や技術の連結が必要である。 

（ロ）平林博日本国際フォーラム副理事長、東アジア共同体評議会常任副議長 

政府の規制や法律の緩和を通じた貿易と投資の自由化やプライベートセクターの連

結性強化を促進させることが必要である。ビジネス界の知的資源や財政的基盤を導入

しモノやヒトのより高い連結性の早期実現が重要である。ASEAN は既に「＋3」の北

東アジア諸国との連携が強化されているが、モノ、制度、ヒトの連結性を促進するこ

とにより、東アジアがさらに北アジアや南アジア、インド亜大陸とも連結し共に発展

していくことを目指すべきだ。 

（ハ）Lee Kyu‐hyung 韓国外務通商省元事務次官 

  東アジア地域の平和、繁栄と進歩のため、この地域の統合に向けたさらなる努力が

必要であるが、その努力は ASEAN のみでなく、ASEAN＋3 の枠組みでも推進される

必要がある。韓国は社会的インフラや ICTの基盤建設を支援し、ASEAN諸国間の開発

ギャップを狭め、更なる ASEAN 内の統合へつなげるべく貢献している。また、同時

に、この地域の統合推進のためには、政・学・産の協力が必要であるところ、韓国政

府としては東アジア・フォーラムのこれまでの貢献を高く評価するとともに、更なる

発展に期待したい。 

（ニ）Djauhari Oratmangun インドネシア外務省 ASEAN協力局長 

  東アジア地域統合は ASEAN 間の経済協力より始まったが、FTA は東アジアの更な

る統合の基盤となる。ASEANについていえば、各国内の連結性強化は地域全体の連結

性強化につながるため、東南アジア大陸部と同島嶼部の連結性を強化する必要がある。

この連結性の強化は ASEAN全体の貿易、投資や観光の発展を促進し、ASEANのグロ

ーバルな競争力を高めることに貢献する。ASEANは ASEAN共同体形成を通じて、域

外世界との統合や東アジア経済開発の中心となることを目指すべきだ。 
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（ホ）Pengiran Danto Paduka Osman Patra ブルネイ外務通商省事務次官 

 ASEANはMaster Plan を通して、空路、陸路、海路のいずれによっても連結される

ことを目指している。ブルネイの立場としては、歴史的かつ地理的観点から、特に海

路の連結性強化に関心がある。ASEANは完全な競争力の備えた海上交通システムによ

って空路や陸路の連結を補完することができるだろう。また、ASEANは、中国、日本、

韓国との FTAを締結し、より広大な地域社会の統合や強化へつなげるべきだ。 

（へ）Soeung Rathchavyカンボジア外務国際協力省 ASEAN高級実務者会合リーダー 

  「ASEAN連結性に関するマスタープラン」が来る第１７回 ASEAN首脳会議で採

択されるところ、今次 EAFのテーマは時宜を得たものである。この「マスタープラン」

実現のためには、達成程度、達成期日を明確に定め着実に実現へと近づける必要があ

る。ASEAN内部での連結性強化は、域内の交通網、インフラ網の整備、開発ギャップ

の軽減に貢献するところ大であるが、この過程における「＋３」諸国の支援は不可欠

であり、期待される。 

（ト）Alounkeo Kittikhounラオス外務副大臣 

  東アジアの連結性を高めるためには、地域統合や共同体づくりだけでなく、個別の

国の発展も重要である。個別の国や ASEAN としての一つの連結性強化には「＋３」

の国を含め、外部からの協力が不可欠である。ラオスは ASEAN＋3 の援助をもとに、

更なる社会基盤や制度上、人材の育成による連結への努力が要している。連結性強化

への協力の活動やプロジェクトを促進するためには、後発の発展途上国が遅れをとら

ないよう特別な配慮をすべきである。この東アジア・フォーラムが、その点に関する

具体的な提言を生み出すことに期待したい。 

（チ）Chuah Teong Ban マレーシア外務省 ASEAN局参事官 

 ASEANのほとんどの地域では物質的な社会基盤が整備されておらず、東アジアの比

較的発展の進んだ国からの援助を期待したい。東アジアの市場は未だ完全に統合され

ていないため、私的企業は国家間の境界線に活動を阻まれている。東アジア地域全体

を包括する事業を可能とし、域内ネットワークづくりを促進し、中央銀行や金融機関

等の制度的な連結性強化を提唱したい。また、文化的・社会的な交流に加え、人の交

流や移動を重視する東アジア共同体は東アジア境内の人口の自由移動を促進する一方、

国際犯罪などの社会問題にも注意したい。 

（リ）Khin Maung Soe ミャンマー駐ベトナム大使 

貿易、投資や金融における協力を国の大小にかかわらず拡大すべきである。更に、

国際問題となる非伝統的な安全保障問題や、伝染病の流行、自然災害などには更なる

協力と政策協調が求められる。また、環境協力や文化交流を促進させ、環境保護や人

対人の興隆を促進すべきだ。さらに、東アジア・フォーラムを中心に、ASEAN＋3 の

協力強化を通して、東アジア共同体づくりのより具体的な指針を展開することが必要

である。 
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（ヌ）Lorna Dig‐Dino フィリピン国立教育者学院所長 

  東アジア・フォーラムには、個々の市民が東アジア共同体づくりに参加することに

よってもたらされるシナジー効果の生み出すための具体策を考え出すことを期待する。

その際、市民にはどんな性質や価値観が必要となるか、教育的な面では地域統合にお

いでどのような貢献ももたらすのかを考慮する必要があり、2015 年までに人の交流に

よる ASEAN共同体づくりは東アジア市民全体の努力が必要である。 

（ル）Kwok Fook Seng シンガポール外務省 ASEANシンガポール局長 

  東アジアは経済発展の分野において、他の地域の良い見本となっている。ASEAN連

結性イニシアティブは、経済発展という共通の理念と目標を更なる経済統合へ導いて

いる。Master Planに関しては、政治分野での統合は経済分野での統合より困難であり、

ASEAN内でさえ複雑である。連結性が強化しされた東アジア共同体の形成のためには、

各国間の外交を通じて政経両分野を密接にバランスをとることが要求される。また、

整備された交通手段、社会基盤や ICT の連結性はより多いモノやサービスの流れをも

たらし、我々の経済を含め、全体を共同体づくりという目標へと導く。共同体意識が

強化すればするほど、地域の平和と安全保障の協力は促進され、平和と繁栄という共

通な目的の元に、人々を結び、東アジア共同体づくりは進展するだろう。 

（ヲ）Itti Ditbanjong タイ外務省 ASEAN局長 

  ASEAN 内部や ASEAN＋３の枠組みにおけるより深い地域統合の実現や ASEAN

共同対および東アジア共同体形成を促進するには、連結性強化が不可欠である。地域

の個々の市民が責任感をもって、共通の利益を追求する時にのみそれが実現可能とな

る。そのため、教育を通じた ASEAN＋３の間の社会的や文化的理解を深め、人対人の連

結性強化が東アジア全体の共同体形成につながっていくだろう。 

 （ワ）Pipoppinyo Somsak ASEAN事務局金融インフラ総局長 

 「ASEAN連結性に関するマスタープラン」は第１７回 ASEAN首脳会議で採択され

る予定であるところ、現在、その実行計画や資源活用に関する事務レベルの調整が進

行している。 

（３）分科会１（政府） 

分科会１（政府）では、「東アジア地域の連結性促進と政府の役割」を議題とし、イン

ドネシア代表（Djauhari Oratmangun インドネシア外務省 ASEAN協力局長）が議長を

務め、中国（Wang Yingfan駐ベトナム大使）、ラオス（Alounkeo Kittikhoun外務副大臣）、

日本（山田滝男 ASEAN担当大使）、シンガポール（Kwok Fook Seng外務省 ASEANシ

ンガポール局長）およびＡＳＥＡＮ事務局（Pipoppinyo Somsak 金融インフラ総局長）

の各代表より基調報告がなされた。本分科会で議論された概要は以下の通りである。 

（イ）ＡＳＥＡＮ各国の連携に対する政治的意志は、２００９のＡＳＥＡＮ統合につい

てのＡＳＥＡＮ首脳声明に表れている。このプロセスの結果として、２０１０年１０

月のＡＳＥＡＮサミットでＡＳＥＡＮ連携のマスタープランが作成される。 
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（ロ）この政治的意志は、十月またそれ以降のサミットなどを通してＡＳＥAN 対話各

国やその他政府機関によるマスタープランの実行によって保持される。 

（ハ）ＡＳＥＡＮメンバー各国は、自国内の政府機関や政治系団体がマスタープランを

理解し、それを支えるプロジェクトを開発することを促すべきである。 

（ニ）このコーディネーションプロセスはＡＳＥＡＮ地域結合の実現に向け、ＡＳＥＡ

Ｎメンバー各国間でも活発に行われるべきである。 

（ホ）ＡＳＥＡＮ連携の目標や優先順位を明白にするため、ＡＳＥＡＮとＡＳＥＡＮ対

話国の連携が必要とされる。 

（へ）ＡＳＥＡＮの連結性プランを実現するためには関係事業・団体全ての同意と参加

を得ることが不可欠であり、ＡＳＥＡＮ連携プランを広く宣伝することが必要である。 

（ト）AＳＥＡＮ連携マスタープランを国内の開発と統合することにより、プラン実行

を促進し、内容の重複を防ぐことができる。 

（チ）マスタープラン実現のため、官民の協力、また、新旧両方の資源調達法を駆使す

るべきである。しかし投資を得るためにも政府は責任を持って行動し、透明性と行動

の有効性を随時証明するべきである。 

（リ）政府は、組織内の連携を促す政策を作成するうえで大きな役目を担うべきである。

貿易、投資、またＡＳＥＡＮ各国の国民同士のつながりを強化し、ＡＳＥＡＮ内の連

携を強化するべきだ。 

（ヌ）また、正しい政策が行われ、他のメンバー国が政策を作成できるように、政府は

ＡＳＥＡＮ連携プランの実施を監視・評価するべきである。 

（ル）ＡＳＥＡＮとＡＳＥＡＮ対話各国間の連携が強化されたことによりＡＳＥＡＮ地

域が活発化したという結論に達し、これを今後も促進することで合意した。また、韓

国が東アジア・フォーラムの再活性化を提案し、参加国からはこれについて様々な意

見が述べられ、これらの意見をふまえて韓国より、今後改めてこの提案について再提

案されることになった。 

（４）分科会２（産業） 

分科会２（産業）では、「東アジアの連結性促進における官民協力パートナーシップ」

を議題とし、日本代表（高畑昭男産経新聞論説副委員長）を議長として、ベトナム（Nguyen 

Minh Tuanベトナム商工会議所副所長）、カンボジア（Pan Sorasakカンボジア商業省政

務次官）、韓国（Lee Seung‐cheol 韓国産業連盟事務総長）、タイ（Limprana Visitタイ産

業連盟副会長）の各代表より基調報告がなされた。本分科会で議論された概要は以下の

通りである。 

（イ）インフラ投資について、東アジアの持続可能な成長のためには、電気、運輸、通

信等の分野において、引き続き強化されるべきである。金融危機によって、公共投資

が低迷したことで、PPPはインフラ投資の分野においても強化すべきである。 

（ロ）PPPの功罪について、PPPは民間部門においてプラスの利益をもたらすものと期
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待されるが、同意に投資リスクも孕んでいることに留意すべきだ。したがって、PPP

の推進にあたっては、責任、利益、リスクを民間セクターと公的セクターがいかに分

担すべきかという明確な千引きが重要となる。 

（ハ）キャパシティ・ビルディング（CP）について、人材開発、技術開発支援、等にお

ける CPは、途上国における PPPの促進に不可欠である。「＋３」諸国はしたがって、

これらの途上国に対し、CP促進の支援を怠るべきではない。 

（ニ）農業生産の促進について、東アジアは世界最大の米生産地域であり、「世界の食

料バスケット」と呼ばれている。食料市場がグローバル化されている今日、PPPを通

じてこの地域の農業生産を促進し強化することは、この地域を世界的な食料市場にお

ける競争や食料安全保障における貢献に有利にすることなるだろう。他方、地域的レ

ベルでの食料安全保障も同じく重要であることはいうまでもない。 

（ホ）連結性の負の効果について、連結性の促進は相当程度の正の効果を地域にもたら

すものと期待されるが、食の安全性の問題や感染症の問題なのでは連結性の促進は負

の効果をもたらすものとなる。PPPは、このような強化された連結性にもたらされる

負の効果に対処する際有用なアプローチとなる。 

（ヘ）上記の認識をふまえ本部会は、①アジア開発銀行が提唱する「アジア・インフラ

基金」の早期成立、およびその基金の運営主体と運営方法の確立、②東アジアビジネ

ス委員会  (EABC)のウェブサイトの運営を通じたオンライン市場の設営、③技術開発

を必要とする主体に対する技術的ノウハウを結集させた貯蔵庫的設備の設営、④米生

産国ならびに米輸入国の情報共有ならびに相互扶助のための国際組織の設立、の４項

目にわたる政策提言を総会に提出した。 

（５）分科会３（学界） 

分科会３（学界）では、「連結性促進の促進と東アジア地域アイデンティティ」を議題

とし、マレーシア代表（Mohd Yusof ASEAN世界情勢研究所所長）を議長として、ブル

ネイ（Menidun Yahkupブルネイ情報コミュニケーション産業局局長）、中国（Qin Yaqing 

中国外交大学副学長）、韓国（Shin Yoon‐hwan 西江大学教授）、ミャンマー（Sondar Oo

ミャンマー文部省）、フィリピン（Basilio  Enrico Reid財団会長）の各代表より基調報告

がなされた。本分科会で議論された概要は以下の通りである。 

（イ）４人の基調報告者からは、東アジア地域の連結性強化とアイデンティティ構築を

達成するにあたって、①採択された決議案などを行動に移すことにたいする国家の政

治的意志の強化、②ＡＳＥＡＮ諸国間における国内開発速度の違いによるギャップを

埋める努力の強化、③インフラ開発の制度化を促進、④ＡＳＥＡＮ連携マスタープラ

ンにプラス３諸国も加えること、⑤地域統合促進において各国有識者により大きな役

目を付与する、⑥東アジア共同対形成促進に基づくアジア通貨基金やアジア単一通貨、

東アジア経済ゾーンなどの経済提案の再検討、⑦フィリピンのＲＯ－ＲＯモデルを使

用した東アジア地域の海上での連結性強化、等が提案された。 
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（ロ）また、地域アイデンティティの構築については、①ＡＳＥＡＮ地域の国民同士の

つながりの強化を目的とした、若者を対象とする教育制度の作成、②文化促進事業に

つき、地域文化の多様性を焦点とすること、③東アジア地域のアイデンティティを明

確にすること、④時流に合わせて東アジア共同体形成の計画内容を刷新すること、等

が提案された。 

（ハ）また、連結性強化と地域アイデンティティを促進のための教育については、①「東

アジア」という地域概念を小学校から大学レベルまでの教育内容に加えること、②域

内での地域統合やアイデンティティについての研究データの交換を促進すること、③

地域内での教員や学生の交換を促進すること、④地域内においての単位移行を標準化

し、システム化すること、⑤地域統合やアイデンティティの研究を支援する奨学金制

度の作成すること、⑥若者を対象とした文化交流にスポーツと芸術を加えること、⑦

地域市場についての教育プログラムの作成、⑧ＡＳＥＡＮ＋３文部大臣会議、ＡＳＥ

ＡＮ＋３大学ネットワーク、ＡＳＥAN＋３大学院会議の支援、などが提案された。 

（ニ）また、議論中に出された課題としては、連結性強化に関連しては、フィリピンの

ＲＯ－ＲＯ提案を実現するにあたって、外国人国内航空運送の禁止が妨げとなるので

はないかとの指摘がなされ、地域アイデンティティ構築に関連しては、①地域対話と

連携における単一言語の不在、②通訳・翻訳の高コスト、③共同教育プロジェクトに

対する支援の少なさ、④都市部と農村部の開発の度合いの違い、⑤地域内の高等教育

組織間における単位移行システムの不在、⑥研究と政策作りにおいての政府と学界の

分断、⑦研究課題や方法の技術的側面、等の指摘がなされた。 

（６）本会議セッション２ 

  各分科会の議長より、それぞれ分科会における議論の総括がなされた。 

（７）閉会式 

Pham Quang Vinhベトナム外務副大臣より、「EAFは、東アジア共同体構築に向けた

ＡＳＥＡＮ＋３の『産』、『官』、『学』の代表が一斉に集う貴重な機会であり、今後とも

関係各国の参加と協力に期待したい。今次 EAF の成果はこの地域のさらなる結束と統合

に資するところ大であろう」の閉幕挨拶があった。 

 

別添１：「第８回『東アジア・フォーラム』プログラム」 

別添２：「第８回『東アジア・フォーラム』出席者リスト」 

別添３：“Concept Paper for the Revitalization of the East Asia Forum” 
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第 II 部：所感報告 

 

１. 平林博団長 

 

８月２５日から２７日まで、ベトナムのダラット市において行われた第８回ＥＡＦにつ

いての所感は次の通り。 

 

１. 開催地 
今回のＥＡＦは、ホストであるベトナムの心遣いで、中部ベトナムの高原避暑地 Da Lat

の瀟洒なホテルで開催された。Ｇ８首脳会議やＧ８シェルパ会合は、Retreat 方式と称して

大都会から離れた避暑地や観光地で開催されることが多くなっているが、アセアン・プラ

ス・スリーもそのような余裕ができてきたのかとの感がする。ＥＡＦやＮＥＡＴのように

自由闊達に意見を交換し、また親睦を深める会議であれば、主催国が自慢の Retreat にて

会議を主催することは、大変よいことと思われる。 
今回は、初日の晩餐会と次の日の開会式には、労働・戦争障害者・社会問題担当大臣で

ある Nguyen Thi Kim Ngan 女史がハノイからわざわざ来た。最終日の午後は、ベトナム

代表団により Da Lat 市内の見学がアレンジされるなど、ホスト側の配慮が目立った。 
将来、我が国が主催する番になった場合にも、例えば箱根などで行うことを望みたいが、

外務省は予算などを確保できるであろうか？ 
 

２. 政府・学界・産業界のコンビネーションの問題点 
（１） ＥＡＦは、政府、学界（Academia）、ビジネスから参加するＡＰＴの中でもユニー

クな会議であるが、わが山田アセアン大使を除き、政府からの出席者が「大きな顔」

をしているのが印象的であった。 
（２） 今回の会議では、初日午前と３日目午前にそれぞれ全体会議が行われ、全員が出席 

した。 

第１回の全体会議では、日本は私が発言したが、他の国はすべて政府の代表が発言

した。私も、会議前から山田アセアン大使に発言を譲りたいと申し述べたが、山田大

使は（外務省での年次がはるか上の私に気兼ねしたのか）固辞した。 
なお、ＥＡＦは自由に発言する場と聞いていたので、私はあらかじめ原稿を用意し

ていたわけではないが、会議の場でほかの発言を聞きながら自分の発言を整理し、発

言した。その上で、他の代表案と同様に、後刻、英文スピーチを出席者に配布した。

矢野氏の迅速かつ的確な仕事ぶりがあって可能になったものであり、感謝したい。 
（３） 政府出席者を優遇する点については、歓迎夕食会や２日目のエンターテイメントつ 

きの夕食会において、ベトナム側はヘッドテーブルを用意し、そこには政府代表者が

着席した。ここでも、山田大使は私に席を譲ろうとしたが、私は大使の立場を考えて、
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固辞した。 

しかし、そもそもヘッドテーブルを用意して政府代表のみを特別扱いする必要があ

るのか、疑問を持つ。 

（４） 上記（２）（３）の次第を見て感じたのは、欧米のこの種の混合会議と異なり、ＡＰ

Ｔではまだ「官優位」であり、一種の「後進性」が残っているということである。

アセアン諸国、中国の「万事官優位」の傾向や知的交流に関する発展段階を考えれ

ば、やむを得ないことかもしれない。 
（５） 分科会についても問題がある。 

３つの分科会は、Government Circle, Academic Circle, Business Circle とわかれ

たが、これでは、わざわざ 3 つの異なるグループを一緒にして議論するという本来（？）

のＥＡＦの趣旨に反するのではないか？いつも顔を合わせている政府代表だけで分科

会を作る意味は特に乏しいであろう。 
私からは、第２回の全体会議において、３分科会を作るのであれば、テーマを異に

したうえで、政府、学界、ビジネスの３代表が入り混じった形で分科会に出席する方

がよいのではないかとの問題提起を行っておいた。 
今回、日本側は、第１分科会は山田大使、第２分科会は私、第３分科会は高畑氏と

矢野氏が出席したが、あとから考えると、マスコミで論陣を張る高畑氏が第２分科会、

企業の経営（東芝、三井物産、第一三共などの社外取締役）にも関与する私が第３分

科会に出席する方が自然であったかもしれない。 
なお、高畑氏は、第３分科会のモデレーターをやられたが、矢野氏のよき補佐もあ

り、３つの分科会報告の中では一番整理された報告を行った。 
（６） なお、ビジネス代表といっても、各国の商工会議所などのビジネス団体からの出席 

者であり、実際のビジネスを行っている企業関係者は出ていないのが気になった。 

 
３. ＥＡＦ活性化に関する韓国の Concept Paper を巡る動き 

韓国代表団は、ＥＡＦの活性化のためにいくつかの提案を行った Concept Paper を提

出した。その要旨は次のとおりである。 
（１） ＥＡＦの機構 

－Joint Coordinating Council；最高の決定機関で、ＥＡＦの全体会議の際に開

催。構成は、ＡＰＴの各国から、政府、学界、ビジネス界からの代表者（Director）
からなり、アセアン事務局も参加可能。 
－Steering Committee; Coordinator 役で、ＥＡＦの会議の準備を行う。＋３

の局次長ないし課長、及びアセアン諸国の Permanent Representative ないし

その Deputy から構成。 
ＣＰＲ＋３会合とＥＡＦの機会に、年２回開催。 
－Cyber Secretariat；韓国が設立し運営。各国は、Contact Person を指名。 
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会議の諸準備、記録やレポートの作成、東アジア共同体に関わる研究材料の収

集・発表などを担当。 
（２） 開催場所、費用 

－ＥＡＦは、持ち回り開催でなく、常に韓国で開催。 
－開催費用は韓国負担。ただし旅費は各国負担（ＣＬＭＶ諸国については特別

扱い） 
（３） 参加者 

政府、学界、ビジネス各代表について、各１名に限定せずバランスよく選定。 
（４） 会議の公開 

会議を一般の人々やマスコミに開放。 
（５） メンバーシップ 

コンセンサスがあれば、豪州、ニュージーランド、インドの参加を考慮しても

よい。 
 

私は、ＥＡＦの活性化には賛成だし、（４）についてはよいと思い、全体会議でもそ

の旨述べたが、特に韓国が常時開催国となるとの点は、アセアン側が賛成しないと予

感した。アセアンは、常にドライバーシートにいることに固執するし、さもなければ

参加国持ち回りが慣例であるからである。 
案の定、政府代表が集まった第１分科会では、アセアン側から批判的意見が相次ぎ、

結局、韓国は Concept Paper の改訂版を作成することを要請された由。 

このような結末になったのは、韓国側がいまだにアセアンのメンタリティーや心理

を理解していないことから来ると思うが、韓国のこの点に関するセンシティビティー

の欠如には驚くべきものがある。 

 

 

２. 高畑昭男団員 

 

 記録破りの猛暑が続いた８月末の会期だったが、開催地のベトナム南部のリゾート地

ダラットは、高原に位置することもあって予想以上に涼しかった。また、会場兼滞在ホテ

ルも新築オープンまもない清潔な施設であり、極めて快適かつ効率よく過ごすことができ

た。ホスト国ベトナムの会議成功にかける意欲と参加各国に対するホスピタリティを感じ

た。 

 

会議をふり返って強く印象に残るのは、地域統合にかけるＡＳＥＡＮ諸国のひたむきな

期待感と、その一方で政治・安全保障面で自己主張を強める中国の巨大な影にいかに取り

組むかというしたたかな知恵のあり様を垣間見る思いがしたことだ。 
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会議の冒頭、ホスト国ベトナムの女性閣僚は「東アジアの統合はもはや夢ではない」と

訴えた。確かにＡＳＥＡＮに日中韓を加えた域内１３カ国の人口は世界の三分の一を占め、

域内総生産（ＧＤＰ）は２４％にあたる。インド、豪州、ニュージーランドも加えれば、

数字はさらに膨らむ。「世界の成長センター」とされる東アジアの統合にかける各国の期待

と夢はそれだけ大きいものがあるに違いない。 

 

私は「産」分科会の議長を担当させていただいたが、最初にプレゼンテーションをした

ベトナム商工会議所の副会頭は「国民のほぼ半分は 30 歳以下だが、昨年は５％強、今年も

７％の経済成長を見込める」と若い国の力を強調した。次いでプレゼンテーションをした

カンボジア元閣僚も「外国投資を呼び込めれば、もっとがんばれるのに」と、外国投資の

誘致に極めて意欲的だった。 

 

もちろん仏教のタイ、イスラムのインドネシア、社会主義のベトナムなど、地域諸国の

顔は多種多様であり、域内格差や国ごとに異なる諸制度の調和など統合へ向けた課題は山

ほどあるといわざるを得ない。２０１５年までに「政治・安全保障」、「経済」、「社会･文化」

を柱とするＡＳＥＡＮ共同体を実現するという目標にどれだけ近づけたかどうかは、正直

いって誰も確信が持てないのではないか。 

 

だがそれ以上に、ASEAN 諸国の最大の関心と懸案は、何といっても自己主張を強める中国

の巨大な影にどう対応するかにあるように感じられたことも否定できない。 

 

 会議の主題は地域統合へ向けたインフラ整備や人的・物的交流等を通じた地域の「連結

性（connectivity）」の促進にあった。そのため、安全保障で各国が衝突するような場面は、

もちろんみられなかった。中国代表も極めて友好的、協力的だった。それでも、全体会議

の各国の座席順やベトナム代表による会議の進行ぶりなどを眺めていると、中国の存在を

どこか意識したような配慮がうかがえるようにも思えた。 

 

会議はわが国の尖閣諸島沖で領海侵犯の中国漁船が検挙された事件の２週間ほど前のこ

とである。しかし、会議の１カ月前にハノイで開かれたＡＳＥＡＮ地域フォーラムでは、

南シナ海の航行の自由や西沙、南沙諸島をめぐってクリントン米国務長官が中国外相と激

しいサヤ当てを演じたばかりであった。さらにその３週間後、同じ南シナ海でベトナムは

米国と初の合同訓練を行い、米海軍のイージス艦や原子力空母ジョージ・ワシントンが参

加して中国を牽制してみせた。 

 

 地域の外交筋は「ＡＳＥＡＮ、とくにベトナム、タイなどメコン諸国は日米やインドを

巻き込んで中国との力の均衡を図り、経済では相互依存関係を築くというしたたかなゲー
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ムを展開している」と解説していた。 

 

会議はたった２日間のことだったが、その前後１カ月あたりの経過を今になってふり返

ると、「巨竜」の影に集団で取り組むＡＳＥＡＮ諸国の姿勢がある意味で凝縮されていたよ

うに感じられる。南シナ海を中心にＡＳＥＡＮが展開するゲームの意味を考えると、日本

も積極的にこうしたゲームに関与していく必要を痛感する。 

 

 「アジア復帰」を昨年宣言したオバマ米政権も日本などに続いてジャカルタにＡＳＥＡ

Ｎ常駐代表を置くという。日米とＡＳＥＡＮが連携することによって、東シナ海と南シナ

海の風通しをともによくしていきたい。 

 

 

３. 矢野卓也団員 

 

小職は、２０１０年８月２５日から２７日までベトナム・ダラットで開催されたＥＡＦ

第８回大会に出席する機会を得たが、ＥＡＦ大会への出席は、２００７年の東京大会を除

き、昨年のソウル大会に続いて２回目となったため、主にその比較において 

まず、印象に残ったことは、「産」「官」「学」の代表が一堂に会して東アジア共通の課題

につき、横断的に議論するというＥＡＦの本来の趣旨が活かされず、昨年のソウル大会同

様、議論の中心的舞台となるべき分科会が「産」「官」「学」の縦割りで開催され、各分科

会の報告が、最終日の本会議セッションで披露されるだけに留まったことであった。２５

日、同時並行で開催された「産」「官」「学」の３つの分科会のうち、小職が参加した分科

会３（産業）では、「連結性強化のための官民パートナーシップの促進」をテーマとし、我

が国の産業界を代表して高畑昭男産経新聞論説副委員長が議長を務められ、基調報告は、

ベトナム、カンボジア、韓国、タイの各代表からなされた。昨年と同じく感じたことであ

るが、「産」の分科会の出席者は、各国代表とも概ね経済団体や関連省庁の役人で占められ

（日本代表は、昨年・今年とも企業の代表者）、いささか議論が迫力に欠けていたことは否

めない。特にベトナムとタイからの基調報告は、ひたすら国内事情を述べたもので、東ア

ジアの地域秩序への言及はほとんど見られなかった。その中で、韓国代表による基調報告

は、さすがプラス３の国代表というべきか、「『アジア・インフラ基金』の立ち上げ」など

地域レベルでの具体的な官民パートナーシップの促進策を提唱していたのは救いであった。

そのような雑多な基調報告を高畑議長は、見事に地域レベルの議論問題意識にまで引き上

げられ、産業界から見た東アジアの地域秩序における具体的な官民パートナーシップのあ

り方をめぐるアイデアを各参加者から引き出していかれた。 

一点、昨年の分科会と比較して、大きく異なった点があった。昨年の分科会では、分科

会のセッションが、午前と午後の２つに分けられており、午前のセッションの議論を、長
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めの昼食の間に、主催側事務局が「サマリー」と「政策提言」にまとめ上げ、午後のセッ

ションでは、その「サマリー」と「政策提言」の文言を参加者全員でリバイズする時間が

設けられていた。そしてそのリバイズされた「サマリー」と「政策提言」が本会議セッシ

ョンで報告されるという運びとなっていた。それに対し、今年の分科会では、セッション

は午後のみで、途中短いコーヒーブレイクしかなく、本会議での報告に向けた議論のサマ

リーはもっぱら議長に一任され、その内容を参加者全員で議論する時間がまったく用意さ

れていなかった。これは、同時平行で開催されていた他の分科会についても言えることだ

と思う。幸い、「産」の分科会の議論については、高畑議長のお力添えにより、翌日の「本

会議」セッションに間に合うかたちで「サマリー」と「政策提言案」が文書として用意さ

れ、その内容も本会議セッションの議長からも高い評価を得ることができたが、他方「学」

の分科会については、そこまでの準備がままならなかったのか、配布文書なしで口頭報告

がなされ、内容のフォローも困難であった。「官」の分科会はさすがに「サマリー」の席上

配布をしていた。やはり、昨年のスタイルに乗っ取り、分科会の提出する「サマリー」を

参加者全員で議論しリバイズする機会の確保は不可欠であろう。 

ホテル、食事、その他各種エンターテインメントなど、ベトナム側がホスピタリティに

力を入れていたことには大いに感謝し、学ぶべきところが多いものの、肝心の会議の開催

形式については、上記のように改善の余地があることは否めない。今後、いかにＥＡＦ本

来の目的、すなわちに「産」「官」「学」の代表が一堂に会して東アジア共通の課題につき、

横断的に議論する、という目的に合致した制度的改善をするか、関係各国ともに積極的に

検討する必要があると考えられる。 
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